
様式第１号 

 令和  年  月  日  

 

 長 沼 町 長  様 

 

所 在 地 

法 人 名 

代表者職氏名               印 

 

参 加 希 望 書 

 

長沼町財務会計及び人事給与システム更新業務公募型プロポーザル実施要領に基づき、必要書

類を添えてプロポーザルへの参加を希望します。 

 

 

１ 添付書類 

  ・応募資格資格確認書（様式第２号） 

  ・参加資格に関する申立書（様式第３号） 

   

 

２ 連絡先担当者 

法 人 名   

連絡先 

担当部署名   

担当者職氏名   

ＴＥＬ   

ＦＡＸ   

Ｅ-mail   

 



様式第２号 

令和  年  月  日  

 長 沼 町 長  様 

 

法 人 名 

 

応 募 資 格 確 認 書 

 

当社は、長沼町財務会計及び人事給与システム更新業務公募型プロポーザル実施要領「３．応

募資格（１）」に掲げる次の応募資格要件のすべてを満たす者であることを確認しました。 

応 募 資 格 要 件 確 認 欄 

ア 提案システムの実績 

・基準日現在、提案システムは、北海道内自治体で５年以上稼働している市町

村が、５団体以上ある 
 

イ 体制の確保 

・基準日現在、提案システムの構築、改修及び保守に携わっているシステムエ

ンジニアは５団体以上の導入・保守経験を持つものが本業務に参画する 
 

・保守運用開始後については、上記実績を持つシステムエンジニアが北海道

内事業所に定席している 
 

ウ システムの構成 

・提案システムは自庁にサーバを保有しないクラウド版で利用できる  

・財務会計システムと人事給与システムが統合基盤提供される  

・財務会計システムと人事給与システムが一体として利用できる基幹業務 

システムである 
 

エ システムの機能 

・財務会計システムで、所属を横断した複数科目の支出伝票を作成することが

できる 

 

・人事給与システムで、会計年度任用職員の人事管理、報酬等計算及び年末調

整などについて、正職員同様の処理ができる 

 

・人事給与システムで計算された給与支払情報を、財務会計システムの支出伝

票へ連動できる 

 

※応募には上記要件をすべて満たす必要があります。 



様式第３号 

 

令和  年  月  日  

 

 長 沼 町 長  様 

 

所 在 地 

法 人 名 

代表者職氏名               印 

 

参加資格に関する申立書 

 

長沼町財務会計及び人事給与システム更新業務に係るプロポーザルへの参加にあたり、当社は、

長沼町財務会計及び人事給与システム更新業務公募型プロポーザル実施要領「４ 参加資格（１）」

に掲げる次の参加資格要件のすべてを満たす者であることを誓約します。 

 

  ア 令和５・６年度長沼町競争入札参加資格者名簿に登録があること。 

  イ 日本国内に本社又は本店を置く法人事業者であること。 

  ウ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しないこと。 

  エ 破産法（平成１６年法律第７５号）の規定による破産手続開始の申立て、会社更生法（平

成１４年法律第１５４号）の規定による更生手続開始の申立て又は民事再生法（平成１１

年法律第２２５号）の規定による再生手続開始の申立てがなされていないこと。 

  オ 参加希望書の提出日において、国又は地方公共団体その他の公共機関から競争入札にお

ける指名停止措置を受けていないこと。 

  カ 代表者、役員及び従業員が暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平

成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）若しくは暴力団

員（同条第６号に規定する暴力団員をいう）の利益につながる活動を行っていないこと若

しくはこれらと密接な関係を有していないこと。 

  キ 国税、都道府県税及び市区町村税の滞納がないこと。 



様式第４号 

質 問 書 

 

令和  年  月  日  

 長 沼 町 長  様 

 

所 在 地 

法 人 名 

代表者職氏名 

 

担当部署名  

担当者職氏名  

電話番号  

Ｅ-mail  

 

 

 長沼町財務会計及び人事給与システム更新業務に係るプロポーザルについて、次の事項につい

て質問します。 

 

質問事項 

資料名 

ページ数 

項目番号 

 

質問内容  

※ 質問内容は簡潔・的確に記載してください。 

※ 質問は１問につき１枚とします。 


